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企業が語るいきものがたりPart 15
⽣物多様性は変⾰の時代へ ~世界⽬標と⾦融の波~

COP15で何が決まるのか?
これから企業に求められること

2022年2⽉10⽇

⾜⽴直樹
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l COP15で何が決まるのか？
l 企業は何をすればいいのか？
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昆明宣⾔（@COP15 Part 1 閣僚級会合）
l効果的なGlobal Biodiversity Frameworkを採択する
l2030年までに⽣物多様性が喪失する状況を逆転させる
l⽣態系に基づいたアプローチ、ワン・ヘルス等の強化

l⽣物多様性の持続可能な利⽤を強化する
l海洋への負の影響を減らす
l⽣物多様性に有害な補助⾦等を段階的に廃⽌、資⾦の流れ
を変える
lビジネスや⾦融の効果的な参加を奨励する
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Photo: Green Finance & Development Center https://www.env.go.jp/press/files/jp/116959.pdf
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COP15 Part 2 で何が決まるのか？
l2030年までのグローバル⽬標と進め⽅である
Global Biodiversity Frameworkが採択される

l#3 2030年までに陸上と海の30%を保護（30 by 30）
l#8 気候変動対策とのコベネフィット
l#15 情報開⽰、負荷の半減、バリューチェーンでの取
り組み
l#18 補助⾦を削減する
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※他にも企業活動に関係する⽬標あり（#6, 7, 16…)
IGES仮訳：
http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/treaty/post2020gbf.html
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COP26は、
気候変動だけでなく⽣物多様性も

l「森林・⼟地利⽤に関するグラスゴー・リーダ
ーズ宣⾔」森林破壊を2030年までに終わらせる
（⽇本を含む143ヶ国）
l「森林・農業・コモディティ貿易（FACT）対
話共同声明」森林破壊を伴わない持続可能なコ
モディティのサプライチェーンを構築する（⽇
本を含む28ヶ国）
l「グローバル・フォレスト・ファイナンス誓約
」森林破壊のない持続可能な農業への移⾏等（
⽇本を含む12カ国）

Photo: Gov.UK
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企業もCOP26の森林破壊ゼロに呼応
l森林破壊に関連する投資を停⽌するコミットメンントを発表
機関投資家⼤⼿33社（運⽤⾃然残⾼8.7兆ドル（約1000兆円））
https://racetozero.unfccc.int/wp-content/uploads/2021/11/DFF-Commitment-
Letter-.pdf

l森林コモディティに関わるグローバル12企業も、共同声明を発表
COP27までに1.5℃⽬標と整合性のあるサプライチェーンを構築す
るための共通のロードマップを提⽰する
https://ukcop26.org/agricultural-commodity-companies-corporate-statement-
of-purpose/

森林の喪失を⽌め、
⽣産者の⽣活を改
善することなしに、
パリ協定で定めら
れた1.5°Cの⽬標
への道はない
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⽣物多様性と気候危機は
同じコインの裏表

両⽅とも同時に
取り組む必要がある
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気候危機
⽣物多様
性の危機

加速
気温の上昇や異常
気象で⽣物種や⽣
態系が劣化・消滅

加速
陸上（森林、湿
地）や海洋⽣態系
は吸収源

相互に影響する
⼆つの危機

⾷料⽣産など、⼈
間の福利も脅かす

異常気象など、⼈
間の福利も脅かす

⼈類の
危機

正のフィードバック
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気候変動

Carbon 
Neutral

⽣物多様性

Nature
Positive

Climate-Nature Nexus
同時に取り組むことが必須
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⽬指すべきは ”Nature Positive”

9

ネイチャー・ポ
ジティブとは？

どうやって？
本当に可能なの

か？
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Nature Positiveの定義
l統⼀された定義はない。GBFがある程度明確にするハズ。
lCOP10で採択された⽣物多様性2050年ビジョン「⾃然との共⽣」が原点
l世界14有⼒団体が世界⽬標を提⾔し、その中でNature Positiveも定義。
2021年4⽉に“A Nature-Positive World: The Global Goal for Nature”を発表し、現在、
多数の団体、企業を巻き込んで各国政府に働きかけを⾏っている。
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https://www.naturepositive.org

Nature Positive

l 2020年以降の⾃然の損
失ネットゼロ
(2020年がベースライ
ン)

l 2030年までにネット・
ポジティブ

l 2050年までに完全回復
（⼈間社会を維持する
のに必要な⽣態系の機
能を回復させる）
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https://www.naturepositive.org
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パラダイムシフト

l「環境、経済、社会の三重点（スイートスポット）を探す」から、「環境の中に社会
も経済もある」という⾒⽅へ
lダスグプタ・レビューが指摘するあり⽅

https://www.naturepositive.org
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どうやってNature Positiveを実現するのか？

保全の強化

→保護地の増⼤(30 by 30)
→予算の拡⼤

持続可能な消費と⽣産

→森林破壊ゼロ
→過剰消費、肥料・農薬・廃

棄物の削減
→情報開⽰、経営統合
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森林リスクコモディティは使わせない
「森林リスクコモディティ」…森林破壊に関わっている可能性がある原材料
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環境保護法2021に追加
•森林リスクコモディティのデューデリジェンスを⼤企業に義務化
•⽜⾁、カカオ、⾰、パーム油、ゴム、⼤⾖
•年次報告が必要。違反者には⺠事制裁および罰⾦刑

欧州委員会が、企業にDDを義務化する規則を提案中
•欧州グリーン・ディールの新戦略として2021年11⽉に採択
•⼤⾖、⽜⾁、パーム油、⽊材、カカオ、コーヒー等
•すべての企業と⾦融機関が対象。問題発⽣時には、回復費⽤の負担や刑事罰。
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企業・⾦融も森林リスクのある原料を排除
l英⾷品・⼩売⼤⼿27社が「英国⼤⾖マニフェスト」に署名（2021年11⽉9⽇）

→英国の⼤⾖サプライチェーン上からできるだけ早く、遅くとも2025年までに森林破壊と⽣
態系の破壊をなくす。サプライヤーはもちろん、そのサプライヤーにも要求し⽀援も約束。
l欧州の⼩売⼤⼿8社は、ブラジル産⽜⾁および世界最⼤の⽜⾁会社JBSの⽜⾁製品の販売中
⽌を発表（2021年12⽉15⽇）

→アマゾンでは過去15年で最悪の森林破壊。伐採された⼟地の2/3が放牧地に。
l仏BNPパリバは、2008年以降にアマゾンで農地転換した⼟地で⼤⾖や⽜⾁を⽣産する企
業、その⼤⾖・⽜⾁を調達した企業に投融資を⾏わないグループ⽅針を発表（2021年2⽉15
⽇）

→カンポ・セラードについても、2020年以降に農地転換された⼟地で⽣産を⾏わないことを
投融資先に要求。2025年までに⼤⾖・⽜⾁についての完全なトレーサビリティーも要求。

15
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⼤規模な⽣態系の再⽣へ
l世界経済フォーラムは1t.org (Trillion Tree Initiative)で、2030年までに1兆本の保全・
回復・育成を⽬指す。(2020年スタート)

→ 既に33社が参加、36億本以上を育てる計画
l⽶アップルは2億ドルのRestore Fundを形成。既に100万エーカー以上の森林管理を向
上。（2021年4⽉）
l英アクサは、森林管理と再⽣に2000億円を投資することを発表。同時に、森林破壊に
積極的に関与する活動については保険の要件を強化するとも。（2021年10⽉14⽇）
l⽶カーギルは、2030年までに北⽶の1000万エーカー（約40,500km2）で環境再⽣型農
業（regenerative agriculture）を推進することを約束。（2020年9⽉）

16
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Systemic challenges require systemic solutions. Our aim is to break down silos—
between organizations, between issues, between approaches—to solve the 
interrelated challenges facing the global commons, including climate change and the 
degradation of ecosystems critical for human well-being.
 
The over 45 partner organizations working with the Science Based Targets 
Network (SBTN) are united by a common purpose: to equip companies with 
guidance for what it means to move from doing “a little less bad” to “doing our 
fair share” to maintain the global commons, the interrelated Earth system 
that underpins the health and well-being of humans and all life. 
 
We intend to provide resources that build on what companies are already 
doing to ensure that they can adapt and strategize in the most efficient way 
to incorporate action on nature into the way they do business.
 
This is uncharted territory we find ourselves in, and we know that to achieve a 
nature-positive future requires unprecedented collaboration. This initial guidance 
is a starting point, meant to encourage action and collaboration with our intended 
users—companies—and the stakeholders necessary for driving uptake at scale. 
Together we can commit to a safe and just future, where we avoid further destruction 
of ecosystems, halt climate change and species extinctions, regenerate the soil on 
which our food systems depend, and restore the landscapes in which we live, work, and 
belong.

Erin Billman
Executive Director of the Science Based Targets Network

FOREWORD
We are at a turning point. We can either choose a future where the goods and services 
we need are produced in ways that regenerate and revive the natural world, or, we can 
choose a pathway that takes us to a bleak future, where we have continued to produce 
in a way that destroys nature without putting enough back to keep it, and ourselves, 
alive.

The transformation required to reach a nature-positive future is immense, but it is 
possible, and it is not only nature that would gain. Stopping nature loss and halting 
climate change are two of the biggest business opportunities of our time. The World 
Economic Forum’s Future of Nature and Business report estimates nature-positive 

transitions could generate up to US$10.1 trillion in annual business value and 
create 395 million jobs by 2030. 

Why now? 

The COVID-19 pandemic has exposed our vulnerability to nature-related 
risks like never before. As we look to regain global stability, we have a unique 
opportunity to adopt new business models, build new partnerships across 
industries, and reimagine our relationship with nature. After crises, there can 
be a tendency to double down and focus only on emergency recovery. In the 

wake of the pandemic, we must create momentum to act in the interest of nature, and 
ourselves. 

2020 was billed as “the super year for nature”—and it still can be.
 
In this moment of rethinking and reconfiguration, businesses are called upon to show 
their ability to adapt and willingness to lead. It is time to recognize that business 
models and practices that were the norm for so long are no longer viable. 

Stopping nature 
loss and halting 
climate change 
are two of the 
biggest business 
opportunities of 
our time.

We know that 
to achieve a 
nature-positive 
future requires 
unprecedented 
collaboration

TCFD同様の枠組みを2022年春からテスト。
2023年から本格運⽤。⾃然リスク開⽰を推進。

2022年から⽣物多様性についても調査開始。
気候変動、⽔、森林と統合化を進める。

科学的な⽬標設定⽅法を定式化。測定や⾏動
についても体系化し、2020年6⽉までに策定。

情報開⽰の圧⼒が拡⼤する⁉



これから
企業に必要な
アプローチ

AR3T:
Avoid
Reduce
Restore
Regenerate
Transform
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持続可能な開発のための2030アジェンダ(SDGs)
における目標の一部に沿った行動をとることができ
ます。自然SBTsの対象範囲の詳細は、初期ガイダン
スのセクション1.4をご覧ください。

こうした自然のための社会的な目標の重要な構成要
素は流動的です。生物多様性条約ではポスト2020
世界生物多様性枠組や、種・生態系・”自然がもたら
すもの”(自然が提供する生命維持サービス)に対す
るハイレベルな目標について現在交渉を行なってい
る最中です。これらの目標についての野心が依然とし
て議論されている一方、SBTNと協働する多くの組
織のリーダーらのグループは、”ネイチャー・ポジティ
ブ”という以下のような自然のための世界的な目標
について提案を進めています。グループによる定義で
は、ネイチャー・ポジティブな世界は、2020年以降
の自然のノー・ネット・ロス、2030年までに自然のネ

私たちはSBTsを、測定、実行が可能で期限のある
目標であり、利用可能な最善の科学に基づくものと
定義しています。これにより、目標設定者は、地球の
限界と社会の持続可能な目標に沿うことができま
す。SBTsの設定により、目標設定者（本ガイダンスに
おいては”企業”）は、地球の限界という観点から人類
が安全に活動できる空間として定義される科学的境
界と、平等な人類の発展に向けた世界的な方針を定
めた社会の持続可能な目標の両方に沿った行動を
とることができます。 

本レポートでは、どのように企業が自然SBTsを設定
できるかについての初期ガイダンスを提供します。現
在設計されている自然にフォーカスしたSBTsでは、
企業は、生物多様性(生物多様性条約; UNCBD)、
気候変動(気候変動枠組条約; UNFCC)、土地劣化 
(砂漠化対処条約; UNCCD)に関する国連条約や、

自然SBTs（SBTs for Nature）とは

図ES2: 直接的または間接的な変化要因による世界的な自然劣化の例 (IPBES地球規模評価報告書2019参照)。「間接要因」が「直接
要因」へつながり、陸域・淡水域・海域における自然の劣化や喪失(状態の変数を測定)が助長されます。棒グラフのパーセンテージは、各
圏域でのそれぞれの直接要因についておおよその世界的重要性を表しており、より詳しくはIPBES地球規模評価報告書をご覧ください。
右側では、生態系・種・自然がもたらすものに関連した自然劣化の例をいくつか挙げています。

ット・ポジティブな状態、2050年までに自然の完全
な回復を必要としています。

ネイチャー・ポジティブな未来の実現、そしてそれに
対してどのように企業が整合するかを定義すること
については、自然の喪失についての科学を理解する
ことから始めなくてはなりません。自然科学に関する
重要な政府間パネルである生物多様性及び生態系
サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム
(IPBES)は、世界的な自然劣化(生態系・種・自然が
もたらすものの観点から測定される)が、陸域／淡水
域／海洋利用変化、生物の直接採取、気候変動、汚
染、侵略的外来種という5つの重要な直接要因の結
果であったと明らかにしました（図ES2）。これらの直
接要因は、潜在的な間接要因から生じ、人の価値観
や行動によって助長されます。これらの直接要因や
間接要因は、企業の環境影響の測定のためのSBTN
枠組みや、ポジティブな企業の行動に対する私たち
の枠組みの中心的要素です。 

もし私たちがネイチャー・ポジティブな世界で生きた
いと望むならば、すべてのステークホルダーによる緊
急かつ野心的な行動を必要とします。本ガイダンス
では、行動枠組み(AR3T)の概要として、企業が今日
からでも始めることができるような、以下の重要な行
動の種類を掲げています。 

a) 自然喪失への直接要因を回避・軽減する。そうし
なければ、自然喪失は増大し続ける。 

b) 自然の状態が回復できるように、復元・再生する。 
(例:生態系や種の絶滅リスクについての程度や保全)

c) 自然喪失の間接要因に対処するため、複数のレベ
ルで、潜在するシステムを変革する。
これら行動の種類と、自然喪失の背後にあるダイナ
ミクスの理解は、企業に求められる行動と、設定・達
成されなくてはならない目標の野心のレベルという
観点の両方で、自然SBTsの骨格を形成します(図
ES3)。この骨格の中で各企業は、セクターや事業の
特性によって、異なる目標を設定します。
 
本ガイダンスでは企業が自ら取り組むことができる
行動を強調していますが、これらはしばしば企業にと
って今日からでも始めることが容易であるがためで
あるということに留意してください。しかし、ビジネス
と社会に迫る問題は、システム全体にわたり、絡み合
っていて、幅広い関係者に関連していると、科学は明
らかにしています。したがって私たちが直面する問題
は、企業が個別の行動を超えて、バリューチェーンを
通じた行動の推進や、例えばランドスケープ・管轄レ
ベルのイニシアチブを通じたシステムレベルでの協
働・変革の探索に取り組むことを求めています。

図ES3: 自然SBTsのハイレベルな目標分類(左) ‒ SBTsは、自然の劣化を助長する直接要因、間接要因、および自然自体の状態に狙いを定めていま
す。右図は、SBTNの行動枠組み(AR3T)で、地球の限界や自然のための社会的な目標に沿って企業がとる行動の種類をまとめています。 
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Systemic challenges require systemic solutions. Our aim is to break down silos—
between organizations, between issues, between approaches—to solve the 
interrelated challenges facing the global commons, including climate change and the 
degradation of ecosystems critical for human well-being.
 
The over 45 partner organizations working with the Science Based Targets 
Network (SBTN) are united by a common purpose: to equip companies with 
guidance for what it means to move from doing “a little less bad” to “doing our 
fair share” to maintain the global commons, the interrelated Earth system 
that underpins the health and well-being of humans and all life. 
 
We intend to provide resources that build on what companies are already 
doing to ensure that they can adapt and strategize in the most efficient way 
to incorporate action on nature into the way they do business.
 
This is uncharted territory we find ourselves in, and we know that to achieve a 
nature-positive future requires unprecedented collaboration. This initial guidance 
is a starting point, meant to encourage action and collaboration with our intended 
users—companies—and the stakeholders necessary for driving uptake at scale. 
Together we can commit to a safe and just future, where we avoid further destruction 
of ecosystems, halt climate change and species extinctions, regenerate the soil on 
which our food systems depend, and restore the landscapes in which we live, work, and 
belong.

Erin Billman
Executive Director of the Science Based Targets Network

FOREWORD
We are at a turning point. We can either choose a future where the goods and services 
we need are produced in ways that regenerate and revive the natural world, or, we can 
choose a pathway that takes us to a bleak future, where we have continued to produce 
in a way that destroys nature without putting enough back to keep it, and ourselves, 
alive.

The transformation required to reach a nature-positive future is immense, but it is 
possible, and it is not only nature that would gain. Stopping nature loss and halting 
climate change are two of the biggest business opportunities of our time. The World 
Economic Forum’s Future of Nature and Business report estimates nature-positive 

transitions could generate up to US$10.1 trillion in annual business value and 
create 395 million jobs by 2030. 

Why now? 

The COVID-19 pandemic has exposed our vulnerability to nature-related 
risks like never before. As we look to regain global stability, we have a unique 
opportunity to adopt new business models, build new partnerships across 
industries, and reimagine our relationship with nature. After crises, there can 
be a tendency to double down and focus only on emergency recovery. In the 

wake of the pandemic, we must create momentum to act in the interest of nature, and 
ourselves. 

2020 was billed as “the super year for nature”—and it still can be.
 
In this moment of rethinking and reconfiguration, businesses are called upon to show 
their ability to adapt and willingness to lead. It is time to recognize that business 
models and practices that were the norm for so long are no longer viable. 

Stopping nature 
loss and halting 
climate change 
are two of the 
biggest business 
opportunities of 
our time.

We know that 
to achieve a 
nature-positive 
future requires 
unprecedented 
collaboration
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Nature Positiveは本当に達成できるのか？
l理論的には可能とされるが、困難なのは確か
lNature Positiveが達成できなければ、社会も経済も持続不可能
lGBFでどのような形で決まろうと、既に先進企業はそこを⽬指して
動き始めている

l取り組まない企業は、市場から追い出される
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これから起きること・必要なこと
l「ネイチャーポジティブ」がキーワードに
l気候危機と⽣物多様性の危機は同時に取り組む必要
l「保護・保全」だけでなく、「回復(restore)」も必要
l企業による「⼤規模植林」や「環境再⽣型農業（regenerative 
agriculture）」が拡⼤
lNbS（⾃然に基づく解決）に注⽬
lSCP（持続可能な消費と⽣産）の実現（森林破壊ゼロ、プラ排出ゼロ、サー
キュラー・エコノミー、持続可能な農業・⽔産業へ）
l⾃社の⽣物多様性・⽣態系への負荷を把握し、削減し、開⽰する必要。経営判
断にも統合すること。
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ご意⾒・ご質問は、
adachi@responseability.jp

Copyright (c) 2022 Response Ability, Inc. All rights reserved.
このプレゼンテーション⽂書の著作権は、株式会社レスポンスア
ビリティもしくは引⽤元の組織等にあります。事前の書⾯での許
可なく、あらゆる形での複写、再利⽤、再配布、放送等は禁じら
れています。

万全の注意を払って作成していますが、内容の正確性等について
保証するものでははありません。

ありがとうございました。


